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７ 精度管理委員会 

（１） データの管理と NHS事業評価 

府は、NHS により発見された聴覚障害児が、療育などの適切な支援を受けているかを把握し、京

都府新生児聴覚検査事業の評価を行うため、市町村及び NHSを実施する産科医療機関等から検査の

実施状況等を把握する。 

 

（ア）新生児聴覚検査の実施状況（受検の有無、検査回数、検査結果の把握率、受検率、検査機器

ごとの要再検査率・要精密検査率 等） 

（イ）精密検査の実施状況（精密検査紹介先医療機関、受診時期、診断結果、支援が必要な子ども

及び保護者への支援状況等） 

（ウ）療育の状況（NHS で難聴が発見され療育を開始した子どもの数、支援が必要な子ども及び保

護者への支援状況等） 

（エ）その他（保護者への検査説明方法、専門相談件数、相談内容等） 

 

（２）普及啓発 

ア．NHS推進及び難聴早期発見と早期聴覚補償、切れ目ない支援事業全体についての啓発 

・医療、療育、教育、福祉各分野からの知見や最新情報の共有を目的としたセミナーを随時開催する。            

必要に応じて、報道にもセミナー開催についての情報を随時発信し、一般への周知を図るものとする。 

・各種リーフレット（P46～資料集参照）を整備、関係諸施設、窓口に配布し、啓発を行うものとする。 

  

イ．感染症によりおこる難聴の予防啓発 

・妊娠中に感染することで生まれてくる新生児に難聴が起こりうる風疹、サイロメガロウイルス（CMV）感染

（P24）の予防啓発に積極的に取り組む。風疹に関しては妊娠可能年齢になる前に必ず男女ともに風疹の予

防接種を済ませること、CMV に関しては妊娠中には CMV に感染している可能性のある乳幼児の唾液や尿

から感染することのないよう、特に経産婦や妊娠中の保育従事者への啓発を重点的に行う。 

・ムンプス（流行性耳下腺炎、おたふくかぜ）に罹患した乳幼児の 1/1000 人に一側性高度難聴がおこると言

われている（平成 29（2017）年度日本耳鼻咽喉科学会調査）。小児科による調査より、難聴に関わる耳鼻咽

喉科による調査のほうが難聴の出現確率が高く、注意が必要である。乳幼児に対するワクチン接種の必要

性を保護者に啓発する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


